　　　　　　　　　　消防計画
１　目的
　　この計画は、消防法第８条に基づき、　　　　　　　　　　　　　における防火管理業務について必要な事項を定め、火災、地震その他の災害の予防及び人命の安全並びに被害の軽減を図ることを目的とする。
２　消防計画の適用範囲
　　この計画は、　　　　　　　　　　　　　に勤務し、出入りし又は居住するすべての者に適用する。（防火管理業務を一部受託している者を含む。）
３　管理権原者の責務
（１）管理権原者は、資格を有する者の中から防火管理者を選任し、防火管理業務を行わせ、当該業務について必要に応じて監督及び助言をしなければならない。
（２）管理権原者は、選任された防火管理者とともに、当該建物の防火管理業務についての責任を負うものとする。
（３）管理権原者は、防火管理者が消防計画を作成(変更)する場合、必要な指示を与えなければならない。
（４）管理権原者は、
□　消防法第８条の２の２（防火対象物定期点検）
□　第17条の３の３（消防用設備等定期点検）
の規定により法定点検を実施し、その結果を消防機関へ報告なければならない。〔該当箇所にチェック✔を入れる。〕
４　防火管理者の責務
防火管理者は、この計画についての一切の権限を有するとともに次の業務を行うものとする。
（１）消防計画の作成(変更)に関すること。
（２）消火、通報、避難誘導訓練の実施及び指導。
（３）火災予防上の自主検査の実施。
（４）消防用設備等の整備及び不備欠陥事項の改善促進。
（５）非常口、避難通路及び避難施設の適正管理。
（６）防火壁、内装その他の防火上の構造の適正管理。
（７）建築物の防火上の構造及び火気設備・器具等の点検の実施。
（８）防火上必要な教育の実施。
（９）改装工事等の工事中における火気使用制限又は立会い。
（10）（ 防火対象物定期点検 ・ 消防用設備等定期点検 ）の立会い。
（11）収容人員の適正化に関すること。
（12）管理権原者への報告を行い、又は助言を求めること。
（13）その他防火管理上必要な業務。
５　消防機関への報告又は連絡
防火管理者は、次の業務について消防機関への報告、届出又は連絡を行うものとする。
（１）消防計画の届出(変更の都度)。
（２）防火、防災訓練の報告。
（３）建物使用用途を変更する連絡。
（４）内装改修又は改築等の工事を実施する連絡。
（５）建物及び諸設備の設置又は変更の事前連絡及び法令に基づく諸手続き。
（６）その他法令（条例等含む。）に基づく報告及び防火管理についての必要事項。
６　予防管理組織
日常の火災予防及びその他災害時の出火防止を図るため、「別表１」のとおり、防火管理者のもとに火元責任者を定め、その任務分担を指定する。
７　火元責任者の業務
火元責任者は次の業務を行うものとする。
（１）担当区域内の建物、火気設備・器具、電気設備等の日常の維持管理。
（２）担当区域内の消防用設備等の維持管理。
（３）防火管理者の補佐。
８　火災予防上の遵守事項
火災予防のため当該建物の従業員及び工事関係者は、次の事項を遵守しなければならない。
（１）火気設備・器具は、使用する前及び使用後は必ず点検し、安全を確認すること。
（２）火気設備・器具の周囲は、常に整理整頓しておくこと。
（３）廊下、階段、通路など避難のために使用する施設には避難の障害となる物品を置かないこと。
（４）避難口等に設ける扉その他主要な開口部は、容易に解錠し開放できるようにしておくこと。
（５）建物内で工事を行う者は、火気管理等について防火管理者の指示を受けた上で行うこと。
（６）建物の周囲や敷地内にダンボール等の可燃物を放置しないように注意するとともに、休日や夜間には必ず施錠すること。
９　自衛消防組織及び任務分担
当該防火対象物における自衛消防組織及び任務分担を「別表２」のとおり定める。また、夜間・休日に無人となる場合は、警備会社や消防機関等から火災発生等の連絡を受けた防火管理者等は直ちに現場に駆け付けるものとし、緊急時の連絡体制は「別表３」のとおりとする。
10　自主検査
防火管理者及び火元責任者は、建物、消防用設備等、火気設備・器具その他について自主検査表（別表４）により定期検査を実施し、その結果を記録するものとする。
11　消防用設備等の点検及び結果の報告
建物の（ 所有者 ・ 管理者 ・ 占有者 ）は、建物内に設置されている消防用設備等の機能を維持管理するため、当該消防用設備等の定期点検を実施し、その結果を( １年 ・ ３年 )に１回、加古川市（ 中央 ・ 東 ）消防署長に報告するものとする。
なお、設置されている消防用設備等の種類及び点検委託業者は、「別表５」のとおりとする。
12　避難経路図
当該防火対象物の避難経路図については、「別表６」のとおりとする。また、防火管理者は、この図を見やすい位置に掲示するものとする。
13　定員管理
防火管理者は、建物内の収容人員の把握及び適正化に努めなければならない。
14　火災発生時の消火活動・通報連絡・避難誘導・消防隊誘導
火災が発生した場合における消火活動、通報連絡、避難誘導、消防隊誘導要領については次のとおりとする。
（１）消火活動
①　叩き消し、水バケツ等を使用する。
②　消火器、屋内消火栓設備等を使用し、初期消火を実施する。
③　火を見ても慌てず落ち着いて行動する。
④　急激な状況変化に対応できるよう、消火中は絶えず退路を確保しておくこと。
⑤　天井に燃え拡がれば初期消火は中止して避難する。
⑥　消火担当者は、初期消火活動後の状況を自衛消防隊長に報告する。
（２）通報連絡
①　火災発見者は、火災の発生を大声で、また( 非常ベル ・ 自動火災報知設備 
・ 発信機 ・ 非常放送設備 )を使用し建物利用者等へ火災の発生を知らせる。
②　通報担当者は、119番(消防機関)に通報する。
③　通報内容は「火事です。こちらは　　　　　　です。住所は　　　町　　　番地です。近くに                　　　があります。」等とし、併せて燃焼の状態、逃げ遅れた者の有無、責任者の氏名等を伝えるようにする。
④　通報連絡担当者は、自衛消防隊長等へ火災の発生及び通報実施の旨を連絡する。
⑤　店内(社内)電話を使用できない場合の通報方法についても考えておく。
（３）避難及び避難誘導
①　慌てず、落ち着いて行動し、迅速な避難誘導に努める。
②　物品持ち出しに気をとられないようにする。
③　逃げ遅れた者のないよう、建物内の死角となるような場所も確認する。
④　逃げ遅れた者有無の確認中については、急激な状況変化に対応できるよう、いつでも屋外に避難できるようにし、無理な行動をとらない。
⑤　避難誘導担当者は、逃げ遅れた者や負傷者の有無を確認し、自衛消防隊長に報告する。
⑥　一度避難したら二度と出火建物に入らない、また、入らせない。
（４）消防隊誘導
①　従業員は、努めて消防車両及び隊員を出火建物まで誘導する。
②　自衛消防隊長は、消防隊員に出火箇所、逃げ遅れた者の有無等の避難状況、危険物品の存否、その他消火活動上必要な情報を伝える。
15　地震発生時の消火活動・通報連絡・避難誘導
地震が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導については上記14（２）に準じるほか、次のとおりとする。
（１）地震発生時には、揺れが収まるまで、棚、照明器具その他の物品による転倒落下に注意しながら、柱のまわりや壁ぎわなど安全な場所に待機し、また、建物内にいる者にも同様の対応を促す。
（２）揺れが治まった時点で、火気設備・器具の直近にいる従業員は、元栓、器具栓の閉鎖又は電源遮断を行い、各火元責任者はその状況を確認する。
（３）地震発生直後は、身の安全を守ることを第一とする。
（４）消火担当者及び避難誘導担当者は建物内を見回り、火災の発生及び負傷者の発生状況を確認する。
（５）通報連絡担当者は、テレビやラジオ等により、情報収集を行い、必要な情報を建物内にいる者に伝える。
（６）建物(施設)の利用を再開する際は、安全を十分確認する。
16　防火上必要な教育
（１）管理権原者は、従業員に対しての防火上必要な教育を次のとおり実施するものとする。
①　従業員全員に対する教育は、年( １ ・ ２ )回実施するものとする。
②　新たに採用された者に対する教育は、入社時期に実施するものとする。
（２）防火上必要な教育の内容は、次のとおりとする。
①　当該消防計画の周知徹底。
②　火災予防上の遵守事項。
③　建物内に設置されている各消防用設備等の取り扱い要領。
④　防火管理上の各従業員の任務及び責任の周知。
17　消防訓練の実施
防火管理者は、消防訓練を年( １ ・ ２ )回以上実施するものとする。
なお、訓練の内容については、次のとおりとする。
（１）消火訓練
①　水バケツ、水道ホース等による身近なものを利用する消火訓練
②　( 消火器 ・ 屋内消火栓 ・ 補助散水栓 )を用いた模擬訓練又は放水訓練
（２）通報訓練
①　建物内の電話を使用し、実際に119番通報を行う訓練。
※119番通報訓練実施にあたっては、直前に加古川市消防本部（079-424-0119）に訓練を行う旨を連絡するものとする。
なお、119番訓練通報時の第一声は「通報訓練です」とする。
②　119番通報を想定した模擬通報訓練。
③火災通報設備を使用した訓練。
（３）避難誘導訓練
①　火災の旨を大声で皆に知らせる訓練。
②　( 非常ベル ・ 自動火災報知設備 ・ 非常放送設備 ・ 避難器具 )を使用しての避難誘導訓練。
③　夜間・停電時を想定した暗所での避難誘導訓練。
④　避難経路を熟知すること。
※消防訓練実施にあっては、安全管理に十分留意し、事故の未然防止に努める。
18　消防訓練の実施及び報告
防火管理者は、消防訓練を実施する場合は、消防訓練等実施計画（結果報告）届出書を加古川市（ 中央 ・ 東 ）消防署長へ提出するものとする。
19　防火管理業務の一部委託
防火管理業務の一部を委託する場合は、統括防火（防災）管理業務の委託状況に必要事項を記入し、本計画に添付するものとする。
附　則  
　　この計画は　　　　年　　月　　日から施行する。
別表１　　　　　　　　　　　　　火元責任者組織編成表
	階・エリア（共有）
	用途
	役職及び氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別表２　　　　　　　　　　　　自衛消防組織編成表
	自衛消防隊長　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	自衛消防隊長代理（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	消火担当者
	（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

	通報連絡担当者
	（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）

	避難誘導担当者
	（　　　　　　　）（　　　　　　　）（　　　　　　　）


※表中（　　　）内には氏名を記入すること。
※各担当者の任務内容については、本文の14（１）、（２）及び（３）を参照。
別表３　　　　　　　　　　夜間・休日等の無人時の連絡体制
	担当
	氏名
	緊急連絡先

	管理権原者
	
	

	防火管理者
	
	

	防火管理者代理
	
	

	警備会社
	
	


別表４　　　　　　　　　　　　　　　自主検査表　　　　　　　　　　　　　月
	日
	曜日
	確認項目

	
	
	避難経路（階段）等の避難障害の有無
	防火戸等の
閉鎖障害の有無
	火気設備・器具の
異常の有無
	終業後の
火気の有無
	吸い殻の処理
	消防用設備等

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	
	

	26
	
	
	
	
	
	
	

	27
	
	
	
	
	
	
	

	28
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


別表５　　　　　　　　　　　消防用設備等点検表
	消防用設備等の種類
	設置の有無
	点検委託業者

	消火器
	
	

	屋内消火栓設備
	
	

	スプリンクラー設備
	
	

	屋外消火栓設備
	
	

	動力消防ポンプ設備
	
	

	自動火災報知設備
	
	

	漏電火災警報器
	
	

	火災通報装置
	
	

	非常警報設備（ベル）
	
	

	非常警報設備（放送）
	
	

	避難器具
	
	

	誘導灯
	
	

	連結送水管
	
	

	（　　　　　）消火設備
	
	


備考：「設置の有無」の欄には、設置されている消防用設備等について〇を入れるものとする。
別表６　　　　　　　　　　　　　避難経路図
	　　　　階

	　　　　階


　　※各階平面図に最終避難器具口までの避難経路を矢印（赤色）で明記すること。
